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研究要旨 

研究の目的：精神科訪問看護は、精神障害者の地域生活を支える上で大きな役割を担って

おり、その実態を把握することは、精神疾患に関する医療計画、障害福祉計画等の策定

や地域ケア体制の構築においても重要となっている。本研究は、新精神保健福祉資料の

一部として、精神科訪問看護の実施が可能な訪問看護ステーションおよび医療機関の実

態を明らかにし、医療福祉計画や地域包括ケアシステムの構築に向けた資料を提供する

ことを目的とした。 

方法：平成 29 年度より、訪問看護ステーションが 630 調査の対象に含まれ、医療機関およ

び訪問看護ステーションからの精神科訪問看護の実態を調査することとなった。今年度

は、医療計画・障害福祉計画等に活用できるよう集計項目を検討し、昨年度調査結果を

集計表にまとめて公開した。また、昨年度の調査結果を踏まえて、調査項目の選定や解

説の改訂等を行い、平成 30 年 6 月～9月に平成 30 年度調査を実施した。調査結果は、よ

り迅速に集計・公開できるよう検討を行った。 

結果：平成 29 年度の 630 調査（訪問看護に関する調査）は、訪問看護ステーション 6,943

施設、医療機関 5,854 施設から回答を得た。平成 29 年 6 月中に、精神疾患をもつ人への

訪問看護を実施した訪問看護ステーションは、3,162 施設（届出施設の 32.5%）であった。

また、「精神科訪問看護・指導料」を算定した医療機関は、精神病床をもつ医療機関で 982

施設(届出施設の 60.4%)、精神病床をもたない医療機関で 448 施設（届出施設の 6.3%）

であった。平成 30 年度 630 調査は、平成 30 年 6 月～9月に実施し、期限までに訪問看護

ステーション 7,454 施設、医療機関 6,451 施設から回答を得た。集計結果は昨年度と同

様のフォーマットで作成し、より迅速に成果を公表できるよう準備を進めた。 

考察：630 調査によって、全国の医療機関および訪問看護ステーションにおける精神科訪

問看護の実態を、網羅的に把握するための方法論が確立でき、統合的な指標を提示する

ことが可能となった。実施率等の推移については先行研究との方法論の違いを明確にし

て、解釈することが必要であるが、都道府県別および二次医療圏別に結果を公表するこ

とで、それぞれの地域における訪問看護の特徴を把握するための有用な資料が提供でき

たと考えられる。 

 今後も継続的に実態調査を行うとともに、NDB 等から得られる訪問看護の利用者数や訪

問回数などのデータと合わせて多面的にフォローしていくことが必要と考えられる。加

えて、調査結果の公表方法を検討し、本調査で把握できた精神科訪問看護の実態が、各

都道府県の医療計画等の策定や、訪問看護利用者・家族への情報提供に繋がることが期

待される。 

 
 
Ａ．研究目的 
精神科訪問看護は、精神障害者の地域生活を支

える上で大きな役割を担っており、精神科訪問看

護の実態を把握することは、精神疾患をもつ方の

地域包括ケアシステムの構築にむけても重要とな

っている。また、精神疾患に関する医療計画の策

定やモニタリングの指標としても位置づけられつ

つあり、精神科訪問看護の実態を継続的に把握す

ることが求められている。 

訪問看護ステーションにおける精神科訪問看護

の実施状況に関しては、これまで全国訪問看護事

業協会の会員施設を対象に平成 19 年～平成 28 年

に毎年悉皆調査を行っており、精神科訪問看護を

実施する施設数が制度の変更等に伴い年々増加し

ていることが示されてきた 1)～6)。平成 28 年度調査
6)では、調査に回答のあった訪問看護ステーション

(n=2024)のうち、58.3％が精神疾患をもつ人への

訪問看護を行っていると回答した。 

一方、医療機関からの精神科訪問看護について

は、毎年 6月 30 日付で全国の精神科病院、精神科

診療所、精神保健医療福祉行政の現況を調査する
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630 調査において調査がされてきた 8)。平成 29 年

度からは、迅速かつ効率的なデータを提供できる

よう 630 調査の大幅な改訂が行われ、ナショナル

データベース（NDB）と組み合わせて、精神保健福

祉資料の作成が進められている。同時に、訪問看

護ステーションが調査対象に含まれ、訪問看護ス

テーションからの訪問看護の状況も 630 調査の中

で把握することとなった。 

本研究は、精神科訪問看護の実施が可能な訪問

看護ステーションおよび医療機関の実態を明らか

にするため、先行研究を踏まえて調査方法・調査

項目を検討し、全国の精神科訪問看護の実態を把

握することを目的とした。 

本研究で得られたデータにより、それぞれの地

域において、精神科訪問看護を実施している訪問

看護ステーション、医療機関の実態が把握でき、

地域医療計画等に活用されること、また利用者や

家族、医療関係者がサービスにアクセスしやすく

なることが期待される。 

 

 

Ｂ．研究方法 
 平成30年度は、29年度調査の集計・公表と、30

年度調査の実施・集計を行った。 

 

１．29年度調査の集計と公表 

 平成29年度調査では、精神疾患をもつ利用者へ

の訪問の有無、精神科訪問看護の利用者数、各種

加算の算定状況、頻度別の利用者数、スタッフ数

について調査を行った。今年度はその集計を行い、

医療計画等に活用できるよう、集計項目および集

計表のフォーマットを検討し、１つのエクセルフ

ァイルにまとめた。集計結果は、他の630調査と同

様に、精神保健福祉研究所のHP上にて公開した。 

 

２．30年度調査の実施と集計 

1) 調査項目の検討 

 29年度調査の際に問い合わせの多かった内容に

ついて、調査項目の検討を行った。また、調査主

体の方針に合わせて調査項目を検討した。入力用

のエクセルシートには、適切な値が入力された場

合にエラーが表示されるようにし、また項目に関

する説明を調査票に加え、説明を読みながら回答

できるよう工夫した。 

 

2)調査の実施 

 調査は、630調査の一環として、平成30年6月に

各都道府県に依頼し、各都道府県から訪問看護ステ

ーションおよび医療機関に依頼してもらった。入

力・記載した調査票は、都道府県宛にエクセルファ

イルまたは紙媒体で送ってもらい回収した。 
 630 調査の問い合わせ窓口に集約された問い合

わせのうち、訪問看護に関するものについては、

数日中に回答し、その内容を記録した。 
（倫理面への配慮） 

 630調査は行政調査であるため、倫理委員会には

諮っていないが、｢人を対象とする医学系研究に 

関する倫理指針｣を念頭に置き、個人情報保護等に

ついて十分に検討した上で調査を実施した。訪問

看護調査は、各事業所における利用者数やスタッ

フ数のみを把握しており、利用者の個人が特定さ

れるような項目は含めていない。 

 

 

Ｃ．研究結果 
１．29年度調査の集計表作成と公表 

 29年度調査の集計は、「精神病床をもつ医療機

関」、「精神病床をもたない医療機関」、「訪問

看護ステーション」の状況について、都道府県別

に集計を行い、また主要項目については医療機関

とステーションのデータを統合した「施設種別集

計」を作成した。加えて、二次医療圏別に同様の

集計を行い、都道府県ごとにシートにまとめた。

集計表の構成を、表1に示す。 

 

表1 集計表の構成 

 

1)施設種別集計（都道府県別） 

2)精神病床をもつ医療機関集計（都道府県別） 

3)精神病床をもたない医療機関集計（都道府県別）

4)訪問看護ステーション集計（都道府県別） 

5)二次医療圏別集計（47都道府県ごとに作成） 

 

２．29年度集計結果の概要 

 訪問看護ステーション調査は6,943施設（回収率

71.3%）、精神病床をもつ医療機関は1,598施設（回

収率98.3%）、精神病床をもたない医療機関は4,256

施設(59.5%)から回答が得られた。 

精神科訪問看護を実施している施設は全国で

4,060施設（医療機関1,430施設、訪問看護ステー

ション2,630施設）であった。精神疾患をもつ利用

者への、訪問看護ステーションからの訪問看護で

は、「精神科訪問看護基本療養費」を算定してい

る場合と、「訪問看護基本療養費」を算定してい

る場合があり、後者も含めた場合には、3,162施設

のステーションが、精神疾患をもつ利用者への訪

問看護を行っていた。これは、全国の訪問看護ス

テーション9,735施設（平成29年度全国訪問看護事

業協会調査による）7)の32.5%であった。そのうち、

24時間体制加算の届出施設は2,289施設、自立支援

医療機関の指定を受けている施設は2,548施設で

あった。精神病床をもつ医療機関では982施設

(60.4%)、精神病床をもたない医療機関では449施

設(6.3%)で「精神科訪問看護・指導料」が算定さ

れていた。(表２) 
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３．30年度調査の実施と集計 

1)30年度調査票の作成 

 今年度は、保険種別および算定費目ごとに精神

疾患の利用者数を把握した。医療機関では、「精

神科訪問看護・指導料（医療保険）」「精神科退

院前訪問指導料」「介護保険」について、訪問看

護ステーションでは「精神科訪問看護基本療養費

（医療保険）」「訪問看護基本療養費（医療保険）」

「介護保険」について、精神疾患の利用者の人数

と、そのうち認知症の人数を記載してもらった。

また、訪問看護に関わっているスタッフの人数を、

看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理

技術者、その他について記入してもらった。 

 昨年度問い合わせの多かった「実人数」と「の

べ人数」の違いや、スタッフのカウント方法など

については、調査票内に説明を追加した。 

 

2)30年度調査の実施 

 630調査は、平成30年6月～9月に都道府県を通じ

て実施され、期限までに訪問看護ステーション

7,454施設、医療機関6,451施設から訪問看護に関す

る回答を得た。訪問看護ステーション票の回答は、

エクセルでの提出に加え、紙媒体でも受け付けた。 

 データは集計項目やフォーマットを昨年度とで

きるだけそろえて集計を行い、迅速な公表に向けて

作業を進めている。 

 

Ｄ．考察 
１．精神科訪問看護調査の意義と今後の活用 

 近年、地域ケアにむけた精神保健福祉施策が進

められる中、医療計画に精神疾患が追加され、地

域ごとの精神科医療の実態を把握することが急務

の課題となっており、精神科訪問看護についても

地域ごとの実態を把握し、継続的に情報発信して

いくことが求められている。地域医療福祉計画の

指標に「精神科訪問看護を実施している医療機関

数、ステーション数」や「精神科訪問看護の利用

者数」を位置付けている都道府県もあり、本研究

結果は、このような都道府県の地域医療計画等の

策定やモニタリングに活用されることが期待され

る。 

 また、それぞれの医療機関やステーションが地

域で担っている役割を整理し、サービスの充実や

施設間での連携や技術支援等にも繋がることが期

待できる。加えて、訪問看護利用を考える当事者・

家族や医療関係者に地域の情報を提供し、医療機関

と事業所との連携が促進することで、退院支援や地

域ケアの充実にも寄与できると考えられる。 
 

 

２．精神科訪問看護の実施状況 

 精神疾患をもつ人への訪問看護を行っているス

テーションは、平成29年度は3,162施設（登録施設

数の32.5%）であった。先行研究では、精神訪問看

護の実施率を「実施施設数／回収施設数」で算出

しており、平成28年度は58.3%であった(図１)。本

調査では、回収率や回答施設の偏りの影響を軽減

するため、実施率を「実施施設数／登録施設数」

で算出しており、先行研究との比較の際には注意

が必要である。調査に未回答の施設の中にも、精

神訪問看護を実施している施設が含まれている可

能性を考えると低めの予測となるが、これまでの

調査では対象施設が3000-4500施設、回収率が30～

50%であったのに対して、本調査では約10000施設

を対象に、71.3%と高い回収率が得られており、よ

り実態に近いデータを得ることができたと考えら

れる。 

 今後も、継続的にデータを蓄積して年次推移を

把握すると共に、診療報酬制度との関連や、精神

科訪問看護の実施に関連する要因の検討、サービ

スの質・量の充実に向けた検討等を積み重ねてい

くことが必要と考える。 

 医療機関で「精神科訪問看護・指導」を算定し

た施設は、精神病床ありで982施設、精神病床なし

で448施設であり、平成28年度630調査における結

果（精神病床あり1054施設、精神病床なし516施設）

と比べると8)、減少していた。従来の630調査では

訪問看護の実施の有無について尋ねていたが、新

630調査では6月中の算定の有無を尋ねており、こ

の変更による影響が考えられる。また、医療機関

から訪問看護ステーションが独立して、訪問看護

を担う場合もあり、医療機関やステーションが地

域でどのような役割を担っているのか、その推移

や診療報酬制度との関連についても把握していく

ことが重要と思われる。今後は、施設数の増減だ

けでなく1施設あたりの利用者数や利用頻度の変

化などのデータとあわせて、訪問看護の実態を明

らかにしていくことも必要だと考えられる。 

今回、前年度までの630調査とは調査票の形態や

質問項目が大幅に変更されたこともあり、特に利

用者実人数やスタッフ数の記入については問い合

わせが多くあった。集計結果については、これら

の影響も十分に検討しながら、より正確なデータ

を得られるよう、調査項目や調査票を改訂してい

くことも課題である。 
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Ｅ．結論 
 平成29年度からの新630調査では、精神科

訪問看護について、医療機関と訪問看護ス

テーションにおける実施状況を統合的に把

握することができた。この結果は、地域医

療計画や地域包括ケアシステムの構築に向

けた基礎データとして活用されることが期

待できる。今後も、実態調査を継続的に実

施し、NDB等から得られる情報を合わせて、

地域ケアサービスの質と量の向上に繋がる

データを提供できるよう、調査内容や資料

の公表について検討していくことが必要で

ある。 
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Ｆ．研究発表  
 なし 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況  
  該当せず  

 
 

表 2 精神科訪問看護を実施している施設数（平成 29 年 6 ⽉） 
 

A.精神科訪問看護の実施施設数（⼈⼝ 1000 ⼈対） 

  総数 精神病床を持つ
医療機関 

精神病床を持た
ない医療機関 

訪問看護
ステーション 

北海道 251(0.05) 75(0.01) 27(0.01) 149(0.03)
⻘森県 42(0.03) 18(0.01) 2(0) 22(0.02)
岩⼿県 31(0.02) 17(0.01) 1(0) 13(0.01)
宮城県 54(0.02) 16(0.01) 6(0) 32(0.01)
秋⽥県 32(0.03) 12(0.01) 5(0) 15(0.01)
⼭形県 23(0.02) 15(0.01) 4(0) 4(0)
福島県 51(0.03) 22(0.01) 5(0) 24(0.01)
茨城県 101(0.03) 20(0.01) 13(0) 68(0.02)
栃⽊県 58(0.03) 20(0.01) 4(0) 34(0.02)
群⾺県 50(0.03) 13(0.01) 7(0) 30(0.02)
埼⽟県 187(0.03) 29(0) 18(0) 140(0.02)
千葉県 116(0.02) 31(0) 12(0) 73(0.01)
東京都 357(0.03) 49(0) 59(0) 249(0.02)

神奈川県 313(0.03) 38(0) 42(0) 233(0.03)
新潟県 50(0.02) 18(0.01) 3(0) 29(0.01)
富⼭県 51(0.05) 20(0.02) 5(0) 26(0.02)
⽯川県 50(0.04) 13(0.01) 3(0) 34(0.03)
福井県 49(0.06) 9(0.01)  40(0.05)
⼭梨県 23(0.03) 8(0.01) 2(0) 13(0.02)
⻑野県 61(0.03) 19(0.01) 6(0) 36(0.02)
岐⾩県 36(0.02) 7(0) 5(0) 24(0.01)
静岡県 78(0.02) 20(0.01) 16(0) 42(0.01)
愛知県 157(0.02) 34(0) 10(0) 113(0.02)
三重県 62(0.03) 10(0.01) 4(0) 48(0.03)
滋賀県 42(0.03) 5(0) 4(0) 33(0.02)
京都府 119(0.05) 11(0) 13(0) 95(0.04)
⼤阪府 
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